
評価期間　：　平成２８年４月１日　～　平成２９年３月３１日　（　評価日　：　平成２９年３月３１日　）

事業内容評価（管理責任者評価）
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平成２８年度　函館市地域包括支援センター事業評価

様式１－①　

様式１－②

函館市地域包括支援センター 亀　田

内容 記載する者

　P.1



１　平成２８年度地域包括支援センター事業評価の目的
　
　地域包括支援センターの事業内容や事業実績，運営体制を総合的に評価し，委託業務の実施状況や課題を把握することで，地域包括支援
センターが圏域ごとに重点的に取り組むべき業務を明示し，センターの機能を強化していくとともに，地域包括支援センターを担う運営法人とし
ての適性について判断していくことを目的とする。

２　事業評価の実施方法

事業内容・実績 運営体制

配置基準３職種

管理責任者

市

運営法人

様式１事業内容評価

集約，分析，市へ提出

様式２事業実績評価

記載・市へ提出

様式３運営体制評価

記載・分析・市へ提出

様式３運営体制評価

分析，管理責任者・運営法人と共有

様式３運営体制評価

記載

様式２事業実績評価

記載・４段階評価

様式１事業内容評価，様式２事業実績評価

分析，センターと共有

様式１事業内容評価

記載，管理責任者へ提出



様式１－①

平成２８年度の評価を通して感じたこと 平成２９年度に向けて

【事業内容評価】
　新規開設のセンターであることから、住民や各団体、関係機関への『亀田を知っても
らうこと』から始める1年であった。市や前包括の事前周知の成果もあり、想定よりもス
ムーズに引き継ぎができたと思われる。
　専門職7人のうち、センター業務経験者が2名（うち他市1名）という圧倒的に経験値不
足の中での事業開始であった。事業、業務や活動の趣旨、目的や具体的実務等をイ
チから学ぶと同時に業務を遂行しなければならないプレッシャーの中で、全職員が迷
いながらも前向きに多くを習得し、こなしてきた1年であった。「こなしてきた」というより
「走ってきた」が最適な表現だと感じる。

【事業実績評価】
　量的評価では、目標未達の項目もあったが、概ね計画達成できたと評価する。
　総合相談支援業務では目標としていたアウトリーチでの支援を全職員が意識し、相
談者に対して丁寧に支援できたと思われる。経験の浅さから要領が良いとは言えない
ため、次年度以降は効率性も求める必要があると感じている。総合相談支援業務は全
ての事業や活動に直結するため、分析力や地域課題にも着眼した視点を持って関わ
ることができるよう、個々人のスキルアップが重要であると考える。
　質的評価では、各事業・業務に於いて数値目標達成が最優先され、質の向上や内容
の分析、振り返りまでは着手できなかった実際がある。先駆的・応用的な取り組みを実
施するまでには到底至らないが、反面、「基本に忠実に」を心掛ける1年でもあった。

【運営体制評価】
　センター業務について法人の理解が得られており、満足できる体制や環境であると
感じている。来所相談が想定以上に多く、センターの立地の良さも功を奏している。
　人員としては、上記同様、センター業務未経験者が大半を占めるが、各分野で専門
職として従事してきた職員を確保できたことにより、その経験を発揮できる配置である
と考える。
　しかし、様々な事業や業務、活動について多くの知識を習得しながら幅広く、且つ専
門的に実践する必要がある中、業務過多である現実は拭えない。個別ケースへの相
談対応が実務の相当なウエイトを占めており、各専門職業務をその「合間」で行うよう
な感覚にさえなった実際がある。どっしりと腰を据えて取り組むべき専門職業務に着手
させたいのが本音である。

【事業内容】
　「新設のセンター」という言い訳が通じるのは1年目のみであると考えている。実際に
町毎や関係機関毎に連携やネットワークの濃淡が明確となっている。また、既存の社
会資源が豊富な圏域であるにも関わらず、十分に連携が図られていない現実がある。
　今年度は濃く連携を取れている町や団体とは更にネットワークを強化し、関わりが薄
い町や団体とのネットワーク構築を意識して取り組む必要があると考えている。
　また、職員個々人のスキルアップも早急な課題であり、様々な事業、業務や活動の
実践を通して多くの経験値を得る1年としたい。

【事業実施】
　前年度は数値目標優先であったが、本年度は数値目標を念頭に置き、業務を遂行し
ていくことは勿論であるが「数値に捉われず個別ケースや地域のニーズを最優先して
対応した結果、数値目標に到達できた」という形態となることを目標としたい。また、前
年度の活動を通じて「やるべきこと」が明確となったため、目的を持って1つ1つの事業
や活動に着手すると同時に、短期的な事業実績評価を継続して実施し、活動の振り返
りと評価をルーチン化して行うことで各業務の質的向上を図る計画としたい。
　最優先実施事業として前年度、目標未達であったケアプラン指導研修（専門団体と連
携）の実施、ネットワークが弱い町（特に赤川・赤川1丁目）との関わり強化、2層生活支
援コーディネーター業務として、活動が乏しい地区での集いの場づくり等に着手した
い。

【運営体制】
　平成28年度下半期からの生活支援体制整備事業（2層生活支援コーディネーター業
務）の受託や今後、想定される認知症初期集中支援チームとしてチーム員を担うこと
等、より多くの事業・業務を展開していく可能性が高くなっている。
　各専門職業務に従事するウエイトを上げること、職員個々人に分掌された業務を着
実、且つ質を上げて実施すること等を目的に、増員の必要性を判断する年度としたい。

　平成２８年度　地域包括支援センター事業評価の記載を通して，管理責任者として感じたこと（市にアピールしたいこと，課題と感じていること，
来年度重点的に取り組みたいこと等）を自由に記載してください。

平成２８年度　地域包括支援センター事業評価　管理責任者記載票　　　　　　　　　　　　函館市地域包括支援センター　亀田
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様式１－②

事業内容評価（質的評価）（自己チェックリスト）

＜基本的事項＞ 1 2 3 4 斜線

①自分の担当する業務の目的，内容を理解し，積極的に取り組むことができましたか。 5人 0人 0人 0人 0人

②自分が担当していない業務についても，目的，内容の理解に努め，他の職員と協力して取り組むことができましたか。 5人 0人 0人 0人 0人

③研修参加（伝達研修も含む）等により，新しい情報や新しい知識の吸収と活用に努め，自己のスキルアップを図ることができましたか。 3人 2人 0人 0人 0人

④相談記録等の記載や管理を適切に行い，報告書類については提出期日を厳守できましたか。 5人 0人 0人 0人 0人

⑤他の職員や関係機関に対し，的確に連絡や報告を行うことができましたか。 5人 0人 0人 0人 0人

⑥常に相互に情報を共有し，協議して業務を遂行するチームアプローチを実践できましたか。 5人 0人 0人 0人 0人

⑦委託契約書や函館市個人情報保護条例等に基づき，職務上知り得た個人情報の管理を行うことができましたか。 5人 0人 0人 0人 0人

⑧高齢者の支援を通じ，その高齢者を支える家族のニーズを把握し，必要な支援を行うよう努めることができましたか。 5人 0人 0人 0人 0人

＜地域包括支援センター運営の基本方針＞

１．地域包括支援センターの目的と事業内容 1 2 3 4 斜線

①地域包括支援センターの設置目的（法的根拠）を理解することができましたか。 3人 2人 0人 0人 0人

②地域包括支援センターの事業の成り立ち・内容・関係性等の全体像を理解することができましたか。 3人 2人 0人 0人 0人

③公益的な機関として，特定の事業者等に不当に偏った活動にならないよう，公正で中立性の高い事業を実施することができましたか。 5人 0人 0人 0人 0人

④地域包括支援センターの運営費用がどのようにまかなわれているか（財源構成等）理解することができましたか。 3人 2人 0人 0人 0人

⑤３職種の専門性や果たすべき役割・業務を理解することができましたか。 5人 0人 0人 0人 0人

２．地域包括支援センターの活動計画と評価

①活動計画の策定にあたり，市の策定した計画数値や重点事項，関連する各種計画を踏まえ，主体的に自らの意見を述べることができましたか。 1人 4人 0人 0人 0人

②活動計画の達成に向け，実効性を高めるための工夫をして事業を進めることができましたか。 3人 2人 0人 0人 0人

③活動計画の達成度の評価を実施し，日常の業務に活かすことができましたか。 1人 4人 0人 0人 0人

自らの業務を振り返り，以下の項目について４段階（１.できた，２.まあできた，３.あまりできなかった，４.できなかった）で評価してください。

実施する機会がなく評価ができない項目については，斜線をひいてください。
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様式１－②

事業内容評価（質的評価）（自己チェックリスト）

自らの業務を振り返り，以下の項目について４段階（１.できた，２.まあできた，３.あまりできなかった，４.できなかった）で評価してください。

実施する機会がなく評価ができない項目については，斜線をひいてください。

＜総合相談支援業務＞

１．地域ネットワーク構築状況総合相談支援業務 1 2 3 4 斜線

①高齢者のワンストップサービスの拠点であることを認識したうえで，高齢者の様々な相談を受け止めることができましたか。 5人 0人 0人 0人 0人

②必要に応じて適切な機関・制度・サービスにつなぎ，継続的にフォローするよう努めることができましたか。 5人 0人 0人 0人 0人

③専門的・継続的な関与が必要な場合，センター内の多職種や関係機関との連携を図り，適切な対応に努めることができましたか。 5人 0人 0人 0人 0人

④支援を拒否する人に対し，関わりを終了するのではなく，効果的な対応方法を検討しながら，働き掛けを継続するよう努めることができましたか。 5人 0人 0人 0人 0人

⑤高齢者の様々な相談の中から高齢者のニーズを把握し，必要な保健福祉サービス等の利用調整を行うことができましたか。 5人 0人 0人 0人 0人

２．地域包括支援ネットワーク構築

①既存のネットワークを活かすとともに，新たなネットワークの構築に努めることができましたか。 1人 4人 0人 0人 0人

②担当圏域における人口動態などの統計，地理的状況や歴史などの多様な情報を活用し，地域特性の理解に努めることができましたか。 1人 4人 0人 0人 0人

③担当圏域における機関，団体のつながりや組織関係，人的資源を把握し，総合相談支援業務に活かすことができましたか。 0人 5人 0人 0人 0人

④日々の活動を通して社会資源を把握し，それらの情報を整理して管理することができましたか。 1人 4人 0人 0人 0人

⑤地域住民や関係機関に対し，センターの役割の周知に努めることができましたか。 4人 1人 0人 0人 0人

３．実態把握

①高齢者本人からの相談だけではなく，家族や関係機関，近隣住民等からの情報収集等の工夫により積極的に実態把握に努めることができましたか。 5人 0人 0人 0人 0人

②実態把握によって得られた情報を，総合相談やネットワーク構築に活かすことができましたか。 0人 5人 0人 0人 0人
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様式１－②

事業内容評価（質的評価）（自己チェックリスト）

自らの業務を振り返り，以下の項目について４段階（１.できた，２.まあできた，３.あまりできなかった，４.できなかった）で評価してください。

実施する機会がなく評価ができない項目については，斜線をひいてください。

＜権利擁護業務＞

１．権利擁護業務の総合的理解 1 2 3 4 斜線

①地域包括支援センターが高齢者の権利擁護業務を担う意義や，その役割について理解することができましたか。 5人 0人 0人 0人 0人

２．高齢者虐待の防止および対応

①「高齢者虐待対応支援マニュアル」に記載されている対応の流れを理解することができましたか。 5人 0人 0人 0人 0人

②「高齢者虐待対応支援マニュアル」を活用し，高齢者虐待の防止や高齢者虐待の対応において，円滑な支援を行うことができましたか。 1人 4人 0人 0人 0人

③高齢者虐待に関する相談を受けた際，センター内で情報を共有し，他の職員のバックアップ体制のもとで対応することができましたか。 3人 2人 0人 0人 0人

④警察，医療機関，法律職と連携した対応を行うことができましたか。 3人 2人 0人 0人 0人

３．消費者被害の防止および対応

①消費者センター等との連携を図り，地域における消費者被害の情報の把握に努めることができましたか。 0人 5人 0人 0人 0人

②消費者被害へ対応するため，関連する法律についての最低限の知識を持つことができましたか。 0人 5人 0人 0人 0人

４．成年後見制度・日常生活自立支援事業

①成年後見制度や日常生活自立支援事業の概要について，高齢者本人や家族に説明することができますか。 1人 4人 0人 0人 0人

②成年後見制度や日常生活自立支援事業の利用の可能性について検討することができましたか。 3人 2人 0人 0人 0人

③成年後見制度や日常生活自立支援事業の利用を考慮した支援を行うことができましたか。 4人 1人 0人 0人 0人

＜包括的・継続的ケアマネジメント支援業務＞

１．包括的・継続的ケアマネジメントの環境整備 1 2 3 4 斜線

①日常の業務を通じて，関係機関との連携に関する介護支援専門員のニーズの把握に努めることができましたか。 0人 5人 0人 0人 0人

②介護支援専門員が個別のケアマネジメントで活用することができるよう，地域の社会資源等に関する情報提供をすることができましたか。 3人 2人 0人 0人 0人

２．個々の介護支援専門員への支援

①介護支援専門員が抱える困難事例に関し，課題や支援方針を共有したうえで後方支援することができましたか。 5人 0人 0人 0人 0人

②介護支援専門員の実践力の向上のため，終結を意識して支援することができましたか。 5人 0人 0人 0人 0人

③終結した事例への対応を振り返り，介護支援専門員とその成果について共有することができましたか。 3人 2人 0人 0人 0人

4



様式１－②

事業内容評価（質的評価）（自己チェックリスト）

自らの業務を振り返り，以下の項目について４段階（１.できた，２.まあできた，３.あまりできなかった，４.できなかった）で評価してください。

実施する機会がなく評価ができない項目については，斜線をひいてください。

＜地域ケア会議推進事業＞

１．地域ケア会議 1 2 3 4 斜線

①地域ケア会議の目的や機能を理解し，地域ケア会議の開催について企画立案することができましたか。 4人 1人 0人 0人 0人

②地域ケア会議の開催において，計画した目的の達成を意識し，事前準備や会議の運営に取り組むことができましたか。 4人 1人 0人 0人 0人

③地域ケア会議で検討された内容を分析することによって，地域課題を抽出するよう努めることができましたか。 0人 5人 0人 0人 0人

④地域ケア会議で構築されたネットワークや検討された内容を他の業務に活かすことができましたか。 0人 5人 0人 0人 0人

＜介護予防事業＞

１．高齢者の生きがいと健康づくり推進事業 1 2 3 4 斜線

①健康づくり教室の事業目的や概要について理解することができましたか。 2人 3人 0人 0人 0人

②健康づくり教室への参加が望ましいと思われる高齢者に対し，地域の社会資源として情報提供をしたり，参加勧奨をすることができましたか。 4人 1人 0人 0人 0人

＜その他の業務＞

１．任意事業 1 2 3 4 斜線

①総合相談等日頃の支援で把握した高齢者本人や家族のニーズを，家族介護教室に反映させるよう努めることができましたか。 2人 3人 0人 0人 0人

②住宅改修に関し専門的な観点からの助言が必要な場合，他専門職も含め対応の検討を行うことができましたか。 5人 0人 0人 0人 0人
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様式２

事業実績評価（量的評価） 函館市地域包括支援センター　亀田

23 ／24

１．地域包括支援ネットワーク構築

　　①地域ネットワーク構築数 ① 114 件

２．実態把握実施状況

　　①利用者基本情報作成数 ① 1,190 件

　　②利用者基本情報作成数の計画数値 ② 1,057 件

　　③利用者基本情報作成数の計画数値に対する達成率（①／②） ③ 112.6 ％ 5 ／5

　　④利用者基本情報作成数のうち地域支援事業分（介護予防支援業務以外） ④ 665 件

　　⑤利用者基本情報作成数のうち地域支援事業分（介護予防支援業務以外）の計画数値 ⑤ 698 件

　　⑥利用者基本情報作成数のうち地域支援事業分（介護予防支援業務以外）の計画数値に対する達成率（④／⑤） ⑥ 95.3 ％ 4 ／5

３．保健福祉サービス等利用調整実施状況

　　①在宅高齢者等サービスモニタリング対象者数 ① 28 人

　　②在宅高齢者等サービスモニタリング対象者のうちモニタリング実施数 ② 28 人

　　③在宅高齢者等サービスモニタリング対象者に対するモニタリング実施率（②／①） ③ 100.0 ％ 2 ／2 100=③ 2

　　④在宅高齢者等サービスに関する広報誌・パンフレット配布回数 ④ 4 回 2 ／2 １≦④ 2

　　⑤在宅高齢者等サービスに関する出前講座の開催や講師派遣による周知回数 ⑤ 1 回 2 ／2 １≦⑤ 2

４．総合相談対応状況

　　①総合相談対応件数（延べ） ① 2,537 件

５．広報・啓発活動実施状況

　　①広報誌発行回数 ① 3 回 2 ／2 事業計画≦① 2

　　②地域包括支援センターに関する出前講座の開催や講師派遣による周知回数 ② 12 回 2 ／2 ２≦② 2

　　③介護保険制度に関する出前講座の開催や講師派遣による周知回数 ③ 3 回 2 ／2 １≦③ 2

　　④認知症サポーター養成講座の開催回数 ④ 3 回 2 ／2 １≦④ 2

＜包括的支援事業＞

配点
評　価　項　目

実　　績

市 包括
評価基準 点

100＜③
80≦③≦100
60≦③＜80
50≦③＜60

５
４
２
１

100＜⑥
80≦⑥≦100
60≦⑥＜80
50≦⑥＜60

５
４
２
１総

合
相
談
支
援
業
務
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様式２

事業実績評価（量的評価） 函館市地域包括支援センター　亀田

20 ／20

１．権利擁護業務に関するネットワーク構築状況

　　①要援護高齢者・障がい者対策協議会への参加回数 ① 1 回 2 ／2 ①＝１ 2

２．権利擁護相談対応状況

　　①高齢者虐待事例対応件数（実） ① 4 件

　　②①のうち終結した件数（実） ② 3 件 4 ／4 1≦② 4

　　③高齢者虐待に関する研修会や事例検討会の開催により，センター職員や関係機関職員

　　　　のスキルアップを図り，ネットワークの構築を行った回数 ③ 1 回 2 ／2 １≦③ 2

　　④成年後見制度（日常生活自立支援事業活用を含む）・消費者被害に関する研修会や

　　　　事例検討会への参加・開催回数 ④ 3 回 2 ／2 １≦④ 2

　　⑤困難事例に関する研修会や事例検討会の開催回数 ⑤ 1 回 2 ／2 １≦⑤ 2

３．高齢者虐待防止，消費者被害防止に関する啓発活動実施状況（総合相談支援業務の内数）

　　①高齢者虐待に関する広報誌・パンフレット配布回数 ① 1 回 2 ／2 １≦① 2

　　②高齢者虐待に関する出前講座の開催や講師派遣による周知回数 ② 1 回 2 ／2 １≦② 2

　　③成年後見制度（日常生活自立支援事業活用を含む）・消費者被害に関する広報誌・

　　　　パンフレット配布回数 ③ 7 回 2 ／2 １≦③ 2

　　④成年後見制度（日常生活自立支援事業活用を含む）・消費者被害に関する出前講座

　　　　の開催や講師派遣による周知回数 ④ 2 回 2 ／2 １≦④ 2

評　価　項　目
実　　績

評価基準 点
市 包括

配点

権
利
擁
護
業
務

7



様式２

事業実績評価（量的評価） 函館市地域包括支援センター　亀田

10 ／11

１．包括的・継続的ケアマネジメント支援体制構築状況

　　①ケアプラン指導研修（合同・圏域）開催回数 ① 4 回 5 ／5

　　②ケアプラン指導研修（圏域）のうち，多職種を交え開催した回数 ② 1 回 1 ／1 1≦② 1

　　③ケアプラン指導研修（圏域）のうち，圏域内の主任介護支援専門員と連携開催した回数 ③ 0 回 0 ／1 1≦③ 1

　　④圏域内居宅介護支援事業所・小規模多機能型居宅介護事業所合計数 ④ 14 件

　　⑤圏域内居宅介護支援事業所・小規模多機能型居宅介護事業所のうち，懇談会， ⑤ 13 件

　　　事例検討会に参加した事業所数（実）

　　⑥懇談会，事例検討会に参加した圏域内居宅介護支援事業所・小規模多機能型 ⑥ 92.9 ％ 1 ／1 60≦⑥ 1

　　　居宅介護事業所の参加率（⑤／④）

２．介護支援専門員への個別支援

　　①介護支援専門員に対する個別支援数 ① 27 件 2 ／2 配置基準職員数≦① 2

　　②そのうち，終結した回数 ② 25 件

　　③終結率（②／①） ③ 92.5 ％ 1 ／1 30≦③ 1

配点

包括

実　　績
評価基準評　価　項　目

包
括
的
・
継
続
的
ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
支
援
業
務

3＜①
①＝3
①＝2
①＝1

５
４
２
１

点
市
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様式２

事業実績評価（量的評価） 函館市地域包括支援センター　亀田

10 ／12

１．地域ケア会議開催状況

　　①個別ケースの検討を行う地域ケア会議の開催回数 ① 6 回

　　②個別ケースの検討を行う地域ケア会議の計画数値 ② 7 回

　　③個別ケースの検討を行う地域ケア会議の開催達成率（①／②） ③ 85.7 ％ 4 ／5

　　④地域課題の検討を行う地域ケア会議の開催回数 ④ 3 回

　　⑤地域課題の検討を行う地域ケア会議の計画数値 ⑤ 3 回

　　⑥地域課題の検討を行う地域ケア会議の開催達成率（④／⑤） ⑥ 100.0 ％ 4 ／5

　　⑦地域ケア会議に関する出前講座の開催や講師派遣による周知回数および広報誌・パン ⑦ 2 回 2 ／2 １≦⑦ 2

　　　フレット配布回数

評　価　項　目
実　　績

地
域
ケ
ア
会
議
推
進
事
業

５
４
２
１

配点
評価基準 点

市 包括

100＜⑥
80≦⑥≦100
60≦⑥＜80
50≦⑥＜60

５
４
２
１

100＜③
80≦③≦100
60≦③＜80
50≦③＜60
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様式２

事業実績評価（量的評価） 函館市地域包括支援センター　亀田

6 ／7

１．健康づくり教室開催状況

　　①健康づくり教室開催回数 ① 24 回

　　②健康づくり教室開催回数の計画数値 ② 24 回

　　③健康づくり教室開催回数の計画数値に対する達成率（①／②） ③ 100.0 ％ 4 ／5

２．介護予防に関する広報・啓発活動実施状況

　　①介護予防に関する出前講座の開催や講師派遣による周知回数および広報誌・パンフ ① 5 回 2 ／2 １≦① 2

　　　レット配布回数

6 ／6

１．家族介護支援事業実施状況

　　①家族介護教室開催回数 ① 2 回 2 ／2 2＝① 2

　　②介護知識に関する出前講座の開催や講師派遣による周知回数および広報誌・パンフ ② 3 回 2 ／2 １≦② 2

　　　レット配布回数

２．住宅改修支援事業実施状況

　　①住宅改修に関する出前講座の開催や講師派遣による周知回数および広報誌・パンフ ① 3 回 2 ／2 １≦① 2

　　　レット配布回数

合計点 評価

／80 ％

93.8 A

評価基準

Aは，「期待以上」
Bは，「ほぼ期待どおり」
Cは，「改善を要する」
Dは，「抜本的な改善を要する」

得点率

75
A　８７％以上
B　６９％以上８７％未満
C　５０％以上６９％未満
D　５０％未満

＜介護予防事業＞

評　価　項　目
実　　績

配点
評価基準 点

市 包括

実　　績
評　価　項　目

点
市 包括

100＜③
80≦③≦100
60≦③＜80
50≦③＜60

５
４
２
１

高
齢
者
の
生
き
が
い
と

健
康
づ
く
り
推
進
事
業

配点
評価基準

＜任意事業＞
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様式３

函館市地域包括支援センター　亀田

　地域包括支援センターの運営体制に関し，以下の項目について３段階で評価してください。項目は，｢１.期待以上｣，｢２.ほぼ期待どおり｣，｢３.改善を要する｣に

該当する内容となります。

〈人事・管理体制〉

１．職員の人事

２　委託料減算の対象はないが，不足していた時期がある。

３　委託料減算対象となった期間がある。

３　配置基準３職種のうち，包括勤続年数が３年未満の職員しかいない職種がある。

③包括での継続勤続年数が長い管理責任者を配置して
　いますか。

１　管理者の包括勤続年数＊２が５年以上である。

3２　管理者の包括勤続年数が３年以上である。

３　管理者の包括勤続年数が３年未満である。

１　不足はない。

運営体制評価

①業務量を勘案し，事業を円滑に実施できるよう配置基準
　職員は常勤かつ専任で配置していますか。

１　職員配置最低基準を上回って常勤・専任で３職種を配置している。

1２　職員配置最低基準の職員を常勤・専任で配置している。

②包括での継続勤続年数が長い職員を配置していますか。

１　配置基準３職種のうち，半数以上が包括勤続年数＊１３年以上である。

3

３　職員配置最低基準の職員を常勤・専任で配置できない期間があった。

１　一定の引き継ぎ期間を設けている。

1
３　配慮していない。

⑥就業規則（給与・旅費規程を含む）・労使協定は，見やすい
　場所への掲示や書面の交付等，職員に周知できていますか。

１　実施しており全ての職員に周知されている。

２　配置基準３職種のうち，１／３以上が包括勤続年数３年以上である。

２　実施しており周知されるよう努めている。

３　実施しておらず周知されていない。

④配置基準３職種を不足することなく配置できていますか。 1

２　期間は設定していないが引き継ぎに配慮している。⑤職員の人事異動は，業務の引き継ぎに配慮していますか。

1
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様式３

２．業務の管理

〈教育・研修体制〉

1２　役割・業務について理解し，環境の整備に努めている。

３　役割・業務について理解が十分ではなく，環境の整備がなされていない。

1２　定期的なメンタルヘルスチェックは実施していないが，相談体制を整備している。

３　配慮していない。

１　配置基準３職種外一人当たりの予防プラン担当件数（包括直営，新規・継続合計）＊３が50件未満。

２　配置基準３職種外一人当たりの予防プラン担当件数（包括直営，新規・継続合計）が50件以上80件未満。

３　配置基準３職種外一人当たりの予防プラン担当件数（包括直営，新規・継続合計）が80件以上。

１　定期的なメンタルヘルスチェックや相談体制を整備している。

１　役割・業務について理解し，センターの要望もふまえ，環境の整備に努めている。

１　独自にマニュアル等を作成し，契約書に記載のとおり，個人情報の取り扱いについてすべての
　職員で統一できている。

２　契約書に記載のとおり，個人情報の取り扱いについてすべての職員で統一できている。

３　守られていない場合がある。

①法人が地域包括支援センターの果たすべき役割・業務を
　理解し，職員がそれらを果たせるような環境を整備に努め
　ていますか。

１　研修カリキュラムの整備がされている。

2２　研修カリキュラム等はないが，人材育成の体制は整備している。

３　体制を整備していない。

②地域包括支援センターの業務にあたり，職務を行う専門職
　が十分にその職責をはたせるよう，配置基準３職種のみな
　らず，職員全体の業務量を調整していますか。

１　計画している以外でも内外部の各種研修会へ希望する職員が参加できるよう，法人として支援
　の仕組みがある。

1

２　内外部の各種研修会への職員参加を計画的に実施し，法人として支援の仕組みがある。

３　各種研修会に関する配慮はない。

③職員のメンタルヘルスに配慮した組織のマネジメントを行っ
　ていますか。

１　研修内容の記録物をもとに報告・伝達する仕組みを整備し，職員により実践されている。

1２　仕組みを整備していないが，職員により実践されている。

３　十分されていない。

④セキュリティー管理の観点から，個人情報を含む書類等の
　扱いが統一され，適正に管理できていますか。 1

①組織内でのスーパービジョン等，人材育成を目的とした
　体制を整備していますか。

②専門知識を習得するために各種研修会へ職務として参加
　できる体制を整備していますか。 1

③受講した研修内容を職員間で共有するため，研修報告や
　伝達講習等を包括職員が実践していますか。
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様式３

〈連絡・報告体制〉

〈広報〉

〈公益性〉　※東部地区のうち，「恵山地区」「椴法華地区」「南茅部地区」の全域は，厚生労働大臣が定める離島等の特別地域のため包括社協は適応外とする。

１　携帯電話等により包括職員が対応している。

２　留守番電話や併設施設等を経由して包括職員が対応している。

３　適正に対応できる体制を確保していない。

１　マニュアル等を作成し整備している。

1２　マニュアル等の作成はないが整備している。

３　整備していない。

１　期日は必ず守られている。

３　守られていないことが多い。

２　やむを得ない理由以外は期日は守られている。

①地域包括支援センターの看板や案内がわかりやすく表示
　されていますか。

１　見やすいところに看板が設置され，わかりやすい案内が表示されている。

1２　看板や案内が設置されている。

①夜間・休日等の連絡・対応体制を整備していますか。

1

1

②苦情に対する対応・報告・記録・共有方法を整備してい
　ますか。

①地域包括支援センターは「公益的な機関」として，公正で
　中立性の高い事業運営を行うことができていますか。

1　同一法人(グループ)のサービス事業者の利用割合＊４が20％未満である。

1２　同一法人(グループ)のサービス事業者の利用割合が20％以上50％未満である。

３　同一法人(グループ)のサービス事業者の利用割合が50％以上である。

③報告書類等の期日の厳守，および適切な進捗管理を
　行っていますか。

３　看板が設置されていない。

13



注記
＊１　配置基準３職種の包括勤続年数

　・　平成２８年４月１日時点の配置基準３職種の年数とする

　・　担当圏域での継続した経験を重視することから，現担当圏域（を含む圏域）での継続した包括勤続年数とする

　・　現配置前に包括へ配置されていた場合であっても，現配置時点からの年数とする

　・　ブランチ・センター間の異動や職種の変更，配置基準外から配置基準への移行はその合計の年数とする

＊２　管理責任者の勤務年数

　・　平成２８年４月１日時点の管理責任者とする

　・　担当圏域での継続した経験を重視することから，現担当圏域（を含む圏域）での継続した包括勤続年数とする

　・　現配置前に包括へ配置されていた場合であっても，現配置時点からの年数とする

　・　管理者以外の職員が途中から管理者として配置された場合は，管理者以外で配置されていた月数を含む

　　　　　（例）平成２３年４月１日～平成２５年３月３１日　配置基準３職種外配置
　　　　　　　　平成２５年４月１日～平成２７年３月３１日　配置基準３職種配置　　　　　の場合，勤務月数（５年×１２月）＝６０月
　　　　　　　　平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日　管理者配置

　・　ブランチ・センター間の異動はその合計の年数とする

＊３　配置基準３職種以外一人当たりの予防プラン担当件数（包括直営，新規・継続合計）

　・　年度内平均とする

　・　配置基準３職種外の職員が他事業所との兼務の場合は，常勤換算とする

＊４　同一法人（グループ）のサービス事業者の利用割合 割合

訪問介護 240 1200

　・　指定介護予防支援の利用者のうち，同一法人（グループ）の居宅サービスの利用者の合計の割合とする 訪問看護 60 240

　・　一人の利用者が複数の居宅サービスを利用している場合は，その累計とする 通所介護 600 4200

　・　毎月の給付数の累計とする …

合計 1200 10800 10.0%

　・　利用割合　＝
全サービス利用者

同一法人
(ｸﾞﾙｰﾌﾟ)外
利用者数

サービス
種別

同一法人
(ｸﾞﾙｰﾌﾟ)
利用者数同一法人（グループ）のサービス事業者の利用者数
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